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［概要］ 
本研究では、通所介護における生活行為向上に関するサービスの実態を明らかにし、その質を評価すると
ともに、生活行為向上を視点とした総合的な介護マネジメントモデルを開発することを目的とする。平成28
年度は、通所介護で実施される機能訓練について、実態と効果を把握することとした。方法は、郵送による
アンケート調査とし、対象は、埼玉県の個別機能訓練加算Ⅱの届け出のある事業所、利用者及び機能訓練指
導員とした。調査項目は、機能訓練のプロセスと内容等と、アウトカムとして日常生活活動、手段的日常生
活活動、要介護度を指標とし、初回と3ヵ月後の状態を比較した。初回調査協力事業所は13施設、有効回答数
は、利用者48人とその機能訓練指導員48人であった。 
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１．研究の背景 
高齢者に対する介護サービスの形態は多岐に
わたるが、通所介護は、介護保険利用者の３人に
1人が利用し、居宅サービスの中でも最も給付額
が多く1)、そこでの介護の質は我が国の高齢者介
護の水準を問うものである。 
通所介護では、心身機能向上から生活行為向上
までの訓練を総合的に行うことにより、自立した
在宅生活の継続に資するサービスが期待されて
いる1)。ここでいう生活行為とは、人が生きてい
く上で営まれる生活全般の行為を示し、日常生活
活動(ADL；Activities of Daily Living)、手段
的日常生活活動(IADL；Instrumental Activities 
of Daily Living)、仕事、趣味、余暇活動などの
行為の全てが含まれる。これらの機能維持、向上
のための訓練に対し、平成24年度介護報酬改定2)
では、通所介護施設に対する介護給付の算定要件
に、従来の個別機能訓練加算を再編した「個別機
能訓練加算Ⅰ」に加え、新たな基準により「個別
機能訓練加算Ⅱ」が新設された。特に「個別機能
訓練加算Ⅱ」は、利用者が居宅や住み慣れた地域
において可能な限り自立して暮らし続けること
ができるように、心身機能・活動・参加といった
生活機能の維持、向上を図るために行われるもの
である。これまでの関節可動域訓練や筋力増強と
いった身体機能向上を中心とした目標でなく、よ
り具体的に「週に１回、囲碁教室に行く」といっ
た個人の生活上の行為の達成を目標としたプロ
グラムを実施し、定期的に計画の進捗状況、訓練
内容の見直しをすることが推奨されている。しか
し、これらのアセスメント、目標設定、プログラ
ム、評価指標等については統一された基準はなく、
その運用はそれぞれの通所介護に委ねられてい
る。 
通所介護におけるサービスの基本は、必要な日
常生活の世話及び機能訓練を行うことにより、高
齢者の社会的孤立感の解消、心身機能の維持、介
護者の負担軽減を図ることである3)。しかし、実
際の通所介護では、機能訓練よりも日常生活の世
話に重点が置かれ、利用者も施設に通所すること
自体が目的化しやすい。事業所側も、利用者の当
面の生活援助やリスク管理を優先すると、安全性
を重視した個別性のないプログラムの提供にな
りやすい。事業所同士の連携や事業所に対する具
体的な指導のしくみもなく、各事業所では担当者
が疑問や不安を持ちながら独自の方法を模索し
ているため、機能訓練を含む生活行為の向上のた
めのマネジメントの部分については、長期的・計
画的な見通しに欠けてしまう。「リハビリテーシ
ョンと機能訓練の機能分化とその在り方に関す
る調査研究」（介護給付費分科会、平成27年度）
4)では、サービス開始時と比較し、ADLが向上し
た障害高齢者の割合が、通所リハでは26.6％であ
るのに対して、通所介護では12.4％と著しく低い
結果が報告されている。また、通所介護での機能
訓練指導員の資格は、看護師、理学療法士、作業
療法士、柔道整復師と様々であり、生活行為の向
上をねらいとした効果的なプログラムが計画的
に実施されているかは明らかではない。 
 
２．目的 
本研究では、通所介護において提供されている
生活行為の向上に関するサービスの実態を明ら
かにし、その質を評価するとともに、生活行為の
向上を視点とした総合的な介護マネジメントモ
デルを開発することを目的とする。平成28年度は、
介護保険制度の通所介護で実施されている機能
訓練について、その提供実態と効果を把握する。 
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３．方法 
平成28年度は、通所介護事業所及び利用者（個
別機能訓練加算Ⅱ該当者、認知症は除く）または
その家族を対象とした基礎調査を実施する。 
デザイン：調査研究（縦断的調査） 
対象：埼玉県内の大学実習関連等の通所介護事
業所のうち、個別機能訓練加算Ⅱの届け出の
ある事業所21件とその利用者および機能訓
練指導員。利用者の選定は、事業所に依頼し、
各2名以上の協力を得る。 
調査方法：郵送によるアンケート調査（初回と
3ヵ月後）及び聞き取り調査 
調査期間：平成28年11月～平成29年3月 
調査項目：①事業所;基本情報、利用登録者、
職員体制、機能訓練指導員の資格、雇用・業
務形態、加算の届出状況、地域との交流活動、
他の居宅サービス等の連携。②機能訓練指導
員;職種、利用者に関する基本調査票（基本
属性、心身の状況、等）、サービス受給状況、
ADL・IADLアセスメント、医師との連携、ケ
ア会議の開催、機能訓練(計画作成者、日常
生活上の課題、実施している訓練、実施頻度
・時間、目標設定)、その他の機能訓練（レ
クリエーション、行事等）参加、使用してい
る評価指標。③利用者：基本情報、日常生活
状況／心身機能、ADL、IADL、QOL、ハザード
（転倒予防）。なお、一部の事例については、
担当の機能訓練指導員に機能訓練に関する
PDCAの内容や実施方法などについてヒアリ
ング調査を行う。 
倫理的配慮：埼玉県立大学倫理員会の承認を得
た（No.28050）。 
 
４．進捗状況 
(1)初回調査 
初回調査協力事業所は13施設、調査協力者は
利用者とその機能訓練指導員各61人、有効回答
数は、利用者とその機能訓練指導員各48人（同
一の指導員含む）だった。 
①事業所の概要 
開設主体は、社会福祉法人8件、営利法人3
件、医療法人1件、その他1件であった。規模
は小規模型1件、通常規模型4件、大規模事業
所（Ⅰ）型4件、大規模事業所（Ⅱ）2件であ
った。 
②利用者の状況 
利用者の性別は、男性21人、女性27人、年
齢は48歳～94歳、平均78.1(SD,12.3)歳だっ
た。世帯は、ひとり暮らしは8人(16.7%)、夫
婦のみ10人（20.8%）、3世代以上などその他
の世帯が29人(60.4%)だった。主たる介護者
は、配偶者20人(41.7%)、子供17人（35.4%）
が多かったが、まったくいない者も5人
（10.4%）いた。介護者の年齢は、65歳未満
は19人（39.6%）だったが、65歳以上は17人
（35.5%）おり、うち85歳以上は2人いた。現
在の要介護度は、要介護1;23人（47.9%）、
要介護2;10人（20.8%）、要介護3;7人（14.6%）、
要介護4;5人（10.4%）、要介護5;2人（4.2%）
だった。 
③機能訓練指導員の状況 
機能訓練指導員の職種は、理学療法士12
人(25.0%)、作業療法士12人(25.0%)、准看護
師12人(25.0%)、あん摩マッサージ指圧師7
人(14.6%)、看護師2人(4.2%)、柔道整復師2
人(4.2%)、言語聴覚士1人(2.1%)だった。居
宅サービス計画の目標の最も多いものは「健
康管理」と「心身機能の維持」で、全体の39.6%
があげていた。主たる計画作成者は、機能訓
練指導員46人(95.8%)で、本人や家族の希望
を確認していた。ADL評価指標がない施設は
30%弱、IADL評価指標がない施設は50%であっ
た。 
(2)今後の計画 
2回目の調査が回収でき次第、効果、機能訓
練のプロセス、内容等について分析予定である。
また、一部の機能訓練指導員にヒアリング調査
を実施し、機能訓練の実施状況を具体的に把握
するとともに傾向について分析予定である。 
次年度以降は、通所介護事業所における生活
行為向上への取組に関するデータベース分析、
及び、通所介護における生活行為向上への取組
に関するフィールド調査を予定している。 
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